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転職者の離職理由と賃金

の変動状況 

～厚生労働省「令和５年 

雇用動向調査」より 

◆入職率、離職率ともに上昇 

厚生労働省は令和５年「雇

用動向調査」を公表しまし

た。これによれば、入職率 

16.4％（前年比 1.2 ポイント

上昇）、離職率 15.4％（前年

比 0.4 ポイント上昇）と、い

ずれも前年を上回る数字と

なっています。また、入職超

過率は 1.0 ポイントとなって

おり、前年と比べて 0.8 ポイ

ント拡大しています。 

◆転職入職者が前職を辞め

た理由 

令和５年１年間の転職入

職者（入職者のうち、入職前

１年間に就業経験のある者）

が前職を辞めた理由をみる

と、男性は「その他の個人的

理由」、「その他の理由（出向

等を含む）」を除くと「定年・

契約期間の満了」16.9％が最

も多く、次いで「職場の人間

関係が好ましくなかった」

9.1％となっています。女性

は「その他の個人的理由」を

除くと「職場の人間関係が好

ましくなかった」13.0％が最

も多く、次いで「労働時間、

休日等の労働条件が悪かっ

た」11.1％となっています。 

また、前年と比べて上昇幅

が最も大きいのは、男性は

「仕事の内容に興味を持て

なかった」（2.9 ポイント）

で、女性は「職場の人間関係

が好ましくなかった」（2.6 

ポイント）となっています。 

◆転職入職者の賃金変動 

状況 

 転職入職者の賃金変動状

況をみると、前職の賃金に比

べ「増加」した割合が 37.2％

（前年比 2.3ポイント上昇）、

「減少」した割合は 32.4％

（前年比 1.5 ポイント低

下）、「変わらない」の割合は 

28.8％となっています。ま

た、「増加」のうち「１割以上

の増加」は 25.6％、「減少」

のうち「１割以上の減少」は 

23.4％となっています。 

 

 現在、転職市場が活性化し

ており、若年者に限らずミド

ル層の転職も増えているよ

うです。企業としては、他社

の状況も踏まえつつ労働条

件や社内環境等については

よく考えていきたいところ

です。 

 

【厚生労働省「令和５年雇用

動向調査結果の概況」】 

https://www.mhlw.go.jp/touk

ei/itiran/roudou/koyou/douko

u/24-2/dl/gaikyou.pdf 

企業の７割がカスハラ対

策未対応～東京商工リサー

チ調査結果より 

東京商工リサーチは、「企

業のカスタマーハラスメン

ト」に関する調査結果を公表

しました。この調査は８月上

旬にインターネットによる

アンケートで実施し、5,748

社から回答を得て集計され

たものです。 

◆約２割の企業がカスハラ

を経験 

「貴社では直近１年間で

カスタマーハラスメントを

受けたことはありますか」と

いう質問に対し、「ある」と

回 答 し た 企 業 は 19.1 ％

（1,103 社）でした。規模別

では、資本金 1億円以上の大

企業の 26.1％（567社中、148

社）がカスハラを受けてお

https://www.mhlw.go.jp/toukei/itiran/roudou/koyou/doukou/24-2/dl/gaikyou.pdf
https://www.mhlw.go.jp/toukei/itiran/roudou/koyou/doukou/24-2/dl/gaikyou.pdf
https://www.mhlw.go.jp/toukei/itiran/roudou/koyou/doukou/24-2/dl/gaikyou.pdf


 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

り、中小企業は 18.4％（5,181

社中、955 社）でした。取引

先や顧客が多い大企業のほ

うがクレームを受ける機会

が多いことがわかります。 

職種別では、宿泊業が

72.0％（25社中、18社）で最

も多く、次いで、飲食業、タ

クシーやバスなどの道路旅

客運送業、サービス業、小売

業が上位を占めています。 

◆休職や退職が発生した企

業も 

「カスタマーハラスメン

トの内容はどのようなもの

でしたか」という質問に対

し、「口調が攻撃的・威圧的

だった」が 73.1％（1,047社

中、766 社）で最も多く、次

いで、「長時間（期間）にわ

たって対応を余儀なくされ

た」、「大きな声を上げられ

た」、「一方的に話し続けら

れた」、「過度に謝罪を要求

された」が続いています。 

また、カスハラを受けたこ

とがある企業のうち、13.5％

（1,040 社中、141 社）がカ

スハラによって「休職や退職

が発生した」と回答していま

す。 

◆カスハラ対策の義務化検

討 

「カスタマーハラスメン

トについて、どのような対策

を講じていますか」という質

問に対し、71.5％（5,651 社

中、4,041 社）が「特に対策

は講じていない」と回答して

います。一方、対策を講じて

いる企業は、「従業員向けの

研修」、「従業員向けの相談

窓口の設置」、「カスタマー

ハラスメントの対応方針

（に類するものを含む）の

策定」などの対策に取り組

んでいます。 

政府は、企業へのカスハ

ラ対策の義務化について、

労働施策総合推進法の改正

を検討しており、来年の通

常国会に改正案を提出する

予定です。企業は、従業員が

安心して働ける職場環境を

つくるためにカスハラ対策

に取り組むことが必要とな

ります。 

【東京商工リサーチ「「企業

のカスタマーハラスメン

ト」に関するアンケート調

査」】 

https://www.tsr-

net.co.jp/data/detail/11

98870_1527.html 

10 月の税務と労務の手

続期限［提出先・納付先］ 

 

10 日 

○ 源泉徴収税額・住民税特

別徴収税額の納付［郵便

局または銀行］ 

○ 雇用保険被保険者資格

取得届の提出＜前月以

降に採用した労働者が

いる場合＞ 

［公共職業安定所］ 

 

31 日 

○ 個人の道府県民税・市町

村民税の納付＜第３期

分＞［郵便局または銀

行］ 

○ 労働者死傷病報告の提

出＜休業４日未満、７月

～当事務所より一言～ 

 

やっと長―い酷暑が過

ぎ、涼しい活動し易い季節

になりました。     

 ゴルフ、映画鑑賞、自己

研鑽やりたいことあるので

頑張ります。 

石破さんが総理大臣に

なり解散総選挙をする！         

能登の大変な被災状況に対

して政府は何かしないと“”

「選挙してる場合？」と思

います。 

大谷翔平もがんばれ！！ 

 

～９月分＞［労働基準監

督署］ 

○ 健保・厚年保険料の納付

［郵便局または銀行］ 

○ 健康保険印紙受払等報

告書の提出［年金事務

所］ 

○ 労働保険料の納付＜延

納第２期分＞［郵便局ま

たは銀行］ 

○ 労働保険印紙保険料納

付・納付計器使用状況報

告書の提出［公共職業安

定所］ 

○ 外国人雇用状況の届出

（雇用保険の被保険者

でない場合）＜雇入れ・

離職の翌月末日＞ 

［公共職業安定所］ 


